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「柔道整復師の施術に係る療養費について」（平成22年５月24日保発0524第２号）の改正案②

（償還払いの実施）

47 保険者等は、46(4)の対象患者について、償還払い変更通知が当該患者に到着した月の翌月以降に行われる施術については、受領委任の
取扱いを中止し、償還払いに変更すること。

48 46(4)の償還払い変更通知が到着した施術所の施術管理者は、償還払い変更通知に記載された対象患者について、償還払い変更通知が
到着した月の翌月以降に行う施術については、受領委任の取扱いを中止し、当該患者から施術料金を全額徴収した上で、当該患者が保険
者等に療養費の請求を行うための申請書の施術内容欄及び施術証明欄に必要な記載を行い、当該患者に手交すること。

49 46(4)の償還払い変更通知が到着していない施術所の施術管理者は、患者が償還払い変更通知を提示した場合は、当該患者に行う施術に
ついては、受領委任の取扱いを中止し、当該患者から施術料金を全額徴収した上で、当該患者が保険者等に療養費の請求を行うための申
請書の施術内容欄及び施術証明欄に必要な記載を行い、当該患者に手交すること。

50 46(4)の償還払い変更通知が到着していない施術所において、償還払いに変更となった患者が償還払い変更通知を提示しなかったことによ
り、当該患者に対する施術について、施術管理者が保険者等に療養費の請求を行った場合は、保険者等は、当該施術管理者に対して、当該
患者が償還払いに変更となっていることを通知するとともに、当該通知が到着した月までに行われた施術については、受領委任の取扱いに
よって、当該施術管理者に療養費を支払うこと。

（受領委任の取扱いの再開）

51 保険者等は、47により償還払いに変更となった患者について、それぞれの状況に応じて定期的な確認を行い、受療状況や請求状況が改善
されるなど、療養費の適正な支給の観点から、その後の施術の必要性を個々に確認する必要がないと考えられる場合は、当該患者並びに
46(4)及び50により償還払いへの変更を通知した施術管理者に対して、受領委任払い再開通知（様式第11号及び第11号の２を標準とする。）
を送付すること。また、保険者等は、当該患者に対して、受領委任払い再開通知に記載した受領委任の取扱いの再開月以降に施術を受ける
場合は、受領委任払い再開通知を施術所に提示するよう指導すること。

52 保険者等は、51の対象患者について、受領委任払い再開通知に記載した受領委任の取扱いの再開月以降に行われる施術については、受
領委任の取扱いとすること。

53 51の受領委任払い再開通知が到着した施術所の施術管理者は、受領委任払い再開通知に記載された対象患者について、受領委任払い再
開通知に記載された受領委任の取扱いの再開月以降に行う施術については、受領委任の取扱いとすること。


